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P0206-49
健康診断結果で見られた健康認識別セグメントに対する産業保健マ
ーケティング的対応
○JAHNG DOOSUB1）、金子　宗司1）、栗島　一博1）、藤末　浩司1）、本
田　純久2）

九州工業大学大学院生命体工学研究科脳情報専攻チーム・マネジメント分
野1）、長崎大学大学院医歯薬学総合研究科医療科学専攻公衆衛生学分野2）

【目的】定期健康診断から得られる情報には，疾病の早期発見のための医学的
検査結果の他に，受診者に対して積極的な健康関連サービスを提供するための
有用な情報も多く含まれている。本研究では受診者の健康に対する認識をもと
に細分化し，健康診断結果と健康関連サービスへの希望状況を調べた。そし
て，各セグメントに対してどのようなサービス提供戦略が考えられるかを，産
業保健マーケティング的に考察することを目的とする。
【方法】対象者はある企業外健診機関で定期健診を受けた某企業の社員6,066人
（男1,874人，女4,192人）である。平均年齢は43.8歳であった。定期健康診断項
目のうち健康認識質問票，食生活と運動習慣の改善意向，保健指導の希望有
無，K10，特定保健指導階層化，産業医判定を分析に用いた。対象者を，現在
の健康に対する関心と自信の有無により，関心あり自信あり，関心あり自信な
し，関心なし自信あり，関心なし自信なしの4つの集団（セグメント）に細分
化した。
【結果】1）4つのセグメントの特徴；A 関心あり自信あり（1,964人，32％）；
改善意向がやや強く，すでに健康関連行動実施。B 関心あり自信なし（3,448
人，57％）；改善意向が最も強く，なんらかの医学的所見を持つ。C 関心な
し自信あり（251人，4％）；改善意向がやや弱く，若い年齢層で健康状態良
好。D 関心なし自信なし（403人，7％）；改善意向が最も弱く，やや若い年
齢層で健康状態不良。2）産業保健マーケティング的対応；AとBに対しては自
信の相違に配慮しサービス内容や提供の仕方を工夫する。Cに対しては有所見
者の関心を誘発し，健全な自信へと導く。Dは全くの無関心と否定的な無関心
に配慮した上で，先ず関心を誘発し，その後で自信をつけさせる対策が望まし
いと考える。
【考察】マーケティング戦略の一つであるSTP戦略（Segmenting, Targeting,
Positioning Strategy）は対象者に対する的確な理解をもとに，対象集団の細分
化を行い，特定の集団に的を絞った上で，サービスを提供するものである。全
従業員の健康管理を対象にしている産業保健領域において，特定の集団だけに
絞ったサービス提供には異論があるものの，優先順位など提供側の中長期的戦
略に基づいて産業保健マーケティング的な対応をする必要がある。

P0206-51
自己組織化マップを用いた健康状態の分類と健康診断データの活用
○藤末　浩司1）、河津　雄一郎2）、本田　純久3）、JAHNG DOOSUB1）

九州工業大学大学院生命体工学研究科脳情報専攻チーム・マネジメント分
野1）、株式会社平和堂健康管理室2）、長崎大学大学院医歯薬学総合研究科医療
科学専攻公衆衛生学分野3）

【目的】Kohonenが提唱した自己組織化マップ（Self-Organizing Map：SOM）
は，高次元データの可視化やクラスタリングなどに応用されている。わが国の
健康診断は専門家による健康阻害要因の早期発見および健康状態の把握を目的
とし，得られる情報の効果的な活用が望まれている。本研究の目的はSOMと健
康診断データを用いて，主観的な健康情報の分類を試みることである。
【方法】某事業所で2008年に健康診断を受診した人のうち，生活環境，喫煙習
慣，飲酒，食生活，運動習慣，睡眠，こころの健康，健康認識質問票に回答し
た6,296人（男性 1,857人，女性 4,439人）を対象とした。平均年齢は男性40.8
歳，女性46.0歳であった。SOMのマップサイズは格子型の3×3（ユニット数 9）
とし，C言語で書いたオリジナルプログラムを用いた。性別，年齢，上記の質
問25項目に対する回答を入力情報としてSOMによる分析を行った。さらに，医
学判定と各質問の回答割合を用いて，SOMによるクラスタリングに対する分析
を行った。
【結果】SOMのマップ右上を中心とした3つのユニット（ユニット2，3，6）は，
医学的に健康者扱いとされる人の割合が低く，左下を中心とした3つのユニッ
ト（ユニット4，7，8）は，健康者扱いとされる人の割合が高かった。右上の
角に位置するユニット3は男性（72％）が多く，食生活の改善意向がある人
（78％），運動習慣の改善意向がある人（85％）および現在の健康に対して自信
のない人（73％）の割合が高かった。左下の角に位置するユニット7は女性
（93％）が多く，食生活の改善意向がない人（95％），運動習慣の改善意向がな
い人（91％）および現在の健康に対して自信のない人（56％）の割合が高かっ
た。ユニット7に隣接する2つのユニットはユニット7と傾向が異なり，ユニッ
ト4は現在の健康に自信のある人（54％）の割合が高く，ユニット8は運動習慣
の改善意向がある人（54％）の割合が高かった。
【考察】本研究の結果から，医学判定が同一でも健康に対する認識および健康
関連行動に対する意向が異なる集団は存在し，客観的な医学判定と主観的な健
康認識を含む健康状態の分類は異なることが示唆された。従って，健康診断で
得られた情報から個人の健康状態を把握し効果的に活用するには，身体的な状
態の分類に加え，より包括的な健康状態の分類も必要と考えられる。

P0206-50
職域健康診断における精神的健康状態と主観的健康認識の関連
○栗島　一博1）、河津　雄一郎2）、本田　純久3）、JAHNG DOOSUB1）

九州工業大学大学院生命体工学研究科脳情報専攻チーム・マネジメント分
野1）、株式会社平和堂健康管理室2）、長崎大学大学院医歯薬学総合研究科医療
科学専攻公衆衛生学分野3）

【目的】職場において健康指導を効果的に行うためには，対象集団の特性を専
門家が明確に把握することが重要である。健康認識質問票は，職域健康診断に
おいて，健康に対する関心と自信という主観的な健康認識を把握する目的で開
発された。先行研究により，職域健康診断受診者の生活習慣の改善に対する意
向と主観的な健康認識との間に関連があることが示唆されている。本研究で
は，職域健康診断受診者の精神的健康状態と主観的な健康認識の関連について
調べた。【方法】某事業所で2008年に健康診断を受診した人のうち，K10質問票
と健康認識質問票のすべての設問に回答した人(男1,874人，女4,192人)を解析の
対象者とした。対象者の平均年齢は，男性40.3歳，女性45.3歳であった。K10質
問票は一般集団において精神医学的障害をスクリーニングするために開発され
た簡便な尺度である。K10の合計得点が高いほど抑うつ性障害および不安障害
の傾向があることを意味する。本研究ではK10の合計得点が25点以上の人を
K10高得点者とした。【結果】健診受診者のうちK10高得点者は242人(4%)であ
った。健診受診者の主観的な健康認識は，現在の健康に関心あり5,412人(89%)，
将来の健康に関心あり5,485人(90%)，現在の健康に自信あり2,215人(37%)，将
来の健康に自信あり1,232人(20%)であった。精神的健康状態と主観的な健康認
識との関連では，現在の健康に関心ありの人の割合はK10高得点者(86%)とK10
低得点者(91%)の間で有意な差はみられなかったが(p=0.144)，現在の健康に自
信あり（K10高得点者19%，K10低得点者37%，p＜0.001），将来の健康に関心
あり（K10高得点者86%，K10低得点者91%，p=0.029），将来の健康に自信あり
（K10高得点者10%，K10低得点者21%，p＜0.001）の人の割合は，K10高得点者
はK10低得点者に比べ有意に低かった。 【考察】今回の分析で，精神的健康
状態の悪い人は健康に対する関心が低く自信が少ないことが明らかとなった。
従って，ある集団において主観的な健康認識が同じ場合でも，その集団の健康
認識の要因には個人の精神的健康状態が関連している可能性が示唆された。今
後は，さらに精神的健康状態と生活習慣などとの関連について検討していきた
いと考える。

P0206-52
大阪府北摂地域にあるタクシー会社のたばこ対策の取り組み状況に
ついて
○渡邊　美幸1）、上林　孝子1）、佐藤　滋1）、岩根　光子2）、馬迫　れい
か3）、仁木　敦子4）、近藤　康子5）、田渕　紗也香5）

大阪府池田保健所1）、大阪府茨木保健所2）、大阪府吹田保健所3）、大阪府豊中保
健所4）、高槻市保健所5）

【目的】受動喫煙防止のため、タクシー車両の禁煙化状況等の実態把握を行い、
禁煙化を推進する。またその結果をタクシー利用者へ情報提供を行う。【方法】
大阪府北摂地域5保健所管轄の7市3町内に存するタクシー会社38営業所(会社数
25社)を対象にアンケートを郵送し、訪問等で回収した。平成20年9月1日現在
の状況について、平成20年9月～11月に調査を実施した。【結果】1.車両の受動
喫煙防止対策は、約60％の営業所が何らかの方法で取り組んでいた。全車禁煙
車両導入は4営業所、一部禁煙車両導入は10営業所であったが、禁煙車両総数
は138台で、全保有台数の7.5％と低率であった。また受動喫煙防止対策を行な
っていない営業所の75％が、今後禁煙車両導入等の必要性を感じていた。車両
の禁煙化への心配事として、「利用者からの喫煙の要望」と「喫煙客とのトラ
ブルが心配」がともに60％を超えていた。2.営業所の建物の受動喫煙防止対策
は、何らかの対策を行なっている所が70％を超えるが、敷地内禁煙を実施して
いる所はなく、「建物内禁煙」「完全分煙」合わせても44.8％と半数以下であっ
た。3.全営業所従業員の平均喫煙率は52.1％で、日本人男性の平均喫煙率39.4％
に比べて高率であった。4.保健所への要望として、半数以上が、「先進事例紹
介」「具体的にたばこの害を伝える方法等」をあげていた。【考察】1.タクシー
車両の受動喫煙防止対策は、業界の動向や社会の禁煙化の流れの影響から様々
な方法で取り組まれ、顧客サービスの向上として努力していることがわかっ
た。しかし、全面禁煙車両導入には空港利用者や酔客などの客層の特徴からト
ラブルを懸念しており、業界や他社の動きをみているところが多い。業界全体
での推進を求める声が多くあり、タクシー協会や本社などへの組織的な働きか
けが必要である。2.建物の対策は、受動喫煙防止に対する理解が浸透しておら
ず、従業員が営業所に集る機会が少ないこともあり、車両の対策に比べて後回
しになっている。3.従業員の高い喫煙率等から喫煙を容認している傾向にあり、
会社ぐるみで受動喫煙防止啓発や禁煙支援・建物の禁煙化推進が必要である。
4.利用者に対する車内禁煙の協力・意識啓発も今後の検討課題のひとつである。
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